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The purpose of this study was to investigate effects of physical function on group activity 

managed by elderly volunteers after a supervised exercise programs in older Japanese adults. 

The study subjects were 64 community-dwelling elderly people in Kasama City, rural Japan. 

Thirty-two subjects participated in a group activities managed by volunteers after taking 

part in a supervised exercise programs. Other 32 subjects did not join a group activities after 

a supervised exercise programs. To assess the physical fitness benefits induced by a 

supervised exercise program and a group activities, we measured 7 physical performance 

tests. We used two-way ANOVA to examine the effectiveness of participating in a group 

activities. We also used stepwise multiple regression analysis to investigate determinants of 

physical fitness changes by joining a group activities. Two-way ANOVA revealed that there 

were significant interactions in timed up and go (TUG) in older women (P < 0.05). Stepwise 

multiple regression analysis revealed that the change in the TUG correlated significantly 

with the TUG score of post supervised exercise program (β = 0.514). These results suggest 

that participating in group activity managed by elderly volunteers is effective to maintain or 

improve the physical functions of elderly people.  

 
【緒言】 

各自治体では、介護予防事業の 1つとして「運

動器の機能向上」を目的とした運動教室（以下、

教室）が開催され1)、地域在住高齢者が教室に参

加することで彼／彼女らの身体機能が維持、向上

すると報告されている2-4)。一方、教室修了後に

運動実践を中止した者は、修了時から 6ヵ月後に

は教室参加によって得た効果を失っていたと報

告されている5)。従って、教室修了者は運動を継

続実践する必要があり、彼／彼女らが長期間運動

に取り組める仕組みを構築することが重要とな

る。介護予防マニュアル6)では、教室修了者の受

け皿として、高齢者ボランティアによって運営さ

れる運動実践を主目的とした活動が有効に機能

すると期待されている。しかし、高齢者ボランテ

ィアの指導のもと運動を継続的に実践した場合、

教室修了者の身体機能に生じる影響を検討した

研究は、筆者の知る範囲では、見当たらない。 

高齢者ボランティアによる短期間の運動介入は、

介入の対象となる高齢者の身体機能を維持させ

ると報告されている7,8)。また、教室を修了した

後に高齢者が自主的に集まり、教室で実践してい

たものと同じ運動をおこなった場合、彼らの身体

機能は教室修了時の状態を維持する9)あるいは向

上する10)と報告されている。以上の先行研究から、

教室修了者が高齢者ボランティアのもとで運動

を継続実践した場合、教室修了者の身体機能は維

持あるいは向上すると推測される。また、専門家

による運動介入の結果、高齢者の身体機能に生じ

る効果は高齢者各々の身体機能水準の影響を受

け、低水準の者ほど運動実践による効果を得やす

いと報告されている11-13)。従って、教室修了者が

高齢者ボランティアのもとで運動を継続実践し

た場合にも、身体機能に生じる効果の大きさは、

教室修了者一人ひとりの身体機能水準に依存す

ると推測され、低水準の者ほど効果を得やすい可

能性がある。 

 本研究の目的は、高齢者ボランティアによって

運営や運動指導・支援がおこなわれる運動実践を

主目的とした活動への参加が、教室修了者の身体

機能に与える影響を検討することとした。当該目

的を遂行するために、2つの検討課題を設定した。

課題 1では、高齢者ボランティアによる指導・支

援のもと継続的に運動実践することが教室修了

者の身体機能に及ぼす影響を明らかにする。課題

2 では、教室修了者がサークルにおいて運動を継

続的に実践した場合、身体機能に生じる効果の規

定要因を明らかにする。 



 

【方法】 

1. 対象者 

平成 20年度から平成 25年度に茨城県笠間市に

おいて開催された教室へ参加し、教室前後に実施

した調査を完了した者は 211 名であった。このう

ち、教室修了後に笠間市内でおこなわれているス

クエアステップ・エクササイズ（以下、SSE）の

実践を主目的としたサークルに所属し、追跡調査

に参加した男性高齢者 4名を男性サークル群、女

性高齢者 28 名を女性サークル群とした。また、

教室修了後サークルには所属せず、追跡調査に参

加した男性高齢者 8名を男性 SSE中止群、女性高

齢者 19名を女性 SSE中止群とした。課題 1では、

男性および女性サークル群 32 名、SSE 中止群 27

名を、課題 2 では、女性サークル群 28 名を最終

的な分析対象者とした。 

  

2. 評価項目 

1) 基本属性 

対象者の基本属性として、性、年齢、運動実践

状況を調査した。また、調査、身長と体重の測定

および body mass index（以下、BMI） を算出し

た。 

2) 身体機能測定項目 

高齢者の日常生活動作に必要な身体機能を

反映し得る測定項目として、握力、開眼片足立

ち時間、長座体前屈、5 回椅子立ち上がり時間、

Timed up and go（以下、TUG）、5 m通常歩行時

間、全身選択反応時間を測定した。 

 

3.介入内容 

1)教室 

教室は、笠間市の介護予防事業として開催され、

保健師や運動指導に精通した研究者、大学院生

によって運営された。内容は、SSE を主運動と

した 90分の「運動プログラム」と 30分の「健康

講話」から構成され、運動プログラムでは SSEの

他、整理運動、レクリエーション、準備運動を実

施した。教室は週 1 回、全 11 回にわたっておこ

なわれた。 

2)サークル 

 サークルは、スクエアステップ・リーダー（以

下、リーダー）によって運営された。リーダーと

は、SSEを用いた介護予防支援の活動に従事する

高齢者ボランティアを指す。サークルは週 1 回お

こなわれ、教室修了者はリーダーによる運動指

導・支援のもと、SSEを実践した。 

 

4. 統計処理 

1) 課題 1 

 高齢者運動ボランティアによる指導・支援のも

と運動を継続実践することが教室修了者の身体

機能に及ぼす影響を検討するために、群（サーク

ル群、SSE 中止群）×時間（教室前調査、教室後

調査、追跡調査）の 2要因分散分析を男女別にお

こなった。多重比較検定には Bonferroni 法を用

いた。 

2) 課題 2 

 課題 1 における 2要因分散分析の結果，サーク

ル群と SSE 中止群との間に有意な交互作用がみ

とめられた身体機能測定項目のうち、サークル群

においてサークル参加期間中に有意な向上がみ

とめられた項目の変化量（教室後調査の値から追

跡調査の値を引いた値。以下、サークル変化量）

を算出した。サークル参加中の身体機能の変化を

規定する因子を検討するため，重回帰分析（ステ

ップワイズ法）を用いた。従属変数にはサークル

変化量、独立変数にはサークル変化量と有意な相

関がみとめられた身体機能測定値、教室変化量を

投入し、加えて、先行研究11)を参考に、年齢、BMI

を強制投入した。有意水準はいずれも 5 %とした。 

 

【結果】 
1. 課題 1 

 2要因分散分析の結果、女性対象者において有

意な交互作用がみとめられた項目は TUG（図 1）、

時間による主効果がみとめられた項目は握力、開

眼片足立ち時間、長座体前屈、5回椅子立ち上が

り時間、全身選択反応時間であった（P < 0.001）。
女性サークル群の TUG の測定値は教室前後で有

意に短縮し、その後追跡調査においてさらに値が

短縮していた（5.8±0.9 秒→5.5±0.7 秒→5.2

±0.6 秒）。女性 SSE 中止群において、教室前後

で TUGの値が有意に短縮していたものの、追跡調

査では有意な変化がみとめられなかった。 

 

 
 図 1 女性サークル群および女性 SSE 中止群にお

ける TUGの変化 
 

 

男性対象者において有意な交互作用がみとめ

られた項目は、5 回椅子立ち上がり時間 （P = 
0.041）、握力（P = 0.041）であった。男性サー

クル群の 5回椅子立ち上がり時間（図 2）は、教

室後から追跡調査にかけて有意に短縮し（8.3±

0.8 秒→6.1±1.5 秒）、握力は教室前後で有意に



 

増加していた（32.3±6.5 kg→35.6±7.5 kg）。

一方、男性 SSE中止群は、教室前後および追跡調

査のいずれの時点においても握力、5 回椅子立ち

上がり時間に有意な変化はみとめられなかった。

男性対象者において、有意な時間による主効果が

みとめられた項目は TUG（P = 0.032）であった。

多重比較検定の結果、教室前後の測定値、教室前

と追跡調査の値に有意差がみとめられた。 

 

 
 

 

 

 

2. 課題 2 

 課題 1 の結果，女性サークル群と女性 SSE中止

群との間に有意な交互作用がみとめられた項目

は TUGであったため、サークル参加期間中の TUG

の変化量（以下，TUGサークル変化量）を算出し

た（0.28 ± 0.44 秒）。TUG サークル変化量と有

意な相関がみとめられた変数は、教室後調査にお

ける TUG であった（r = 0.51, P = 0.005）。表 1

に、ステップワイズ法による重回帰分析の結果を

示した。TUGサークル変化量を規定する因子とし

て、教室後調査の TUG（β = 0.514，P = 0.005）
が抽出された（R2 = 0.236，P = 0.005）。 

 

 表 1 TUGサークル変化量に対する重回帰分析 
 

 
 

【考察】 

1. サークル参加が教室修了者の身体機能に及ぼ

す影響 

教室修了後にサークルにおいて運動を実践す

ることで、女性高齢者は教室修了後にも TUGが向

上し、5回椅子立ち上がり時間および全身選択反

応時間については教室参加によって得た効果を

維持することが示唆された。男性高齢者において

は、サークル参加によって 5 回椅子立ち上がり時

間が向上し、また、教室参加によって得た TUGの

効果が維持される可能性が示された。本研究の対

象者は、教室やサークルにおいて SSEを継続的に

実践していた。先行研究では、短期間あるいは長

期間の SSE実践によって、移動能力（TUG）、下肢

筋力（5 回椅子立ち上がり時間）、反応性（全身

選択反応時間）など、下肢に関連する機能が有意

に向上したと報告されている10.14,15)。本研究の結

果は、これらの先行研究を支持する結果である。

SSEは、マットに描かれた升目の上を前後、左右、

斜めなど様々な方向に移動する歩行を中心とし

た運動であり、多様な方向に重心を移動させてお

こなわれることから、実践時には下肢の複数の筋

肉が同時に収縮して動きが制御されると示唆さ

れている14)。本研究においても、こうした SSE独

自の運動特性が、対象者の移動能力、下肢筋力、

反応性を維持、向上させる要因になったと考えら

れる。 

2. サークル参加に伴う身体機能向上の規定要因 

教室修了後サークルに参加した女性高齢者の

うち、教室後調査において TUGの値が高かった者、

すなわち、教室修了時に移動能力が低位の者は、

サークルで SSE を実践することにより、TUG が改

善しやすいことが示唆された。運動実践によって

身体機能を向上させるためには、個人の身体機能

のレベルに合わせた適切なトレーニングを選択

することが重要とされている16)。SSE は低強度か

ら中強度の運動と推測されるため、本研究の対象

者の中でも、身体機能水準が低位の者に適した負

荷の運動であった可能性がある。彼女らは自身の

レベルに合った SSE を継続しておこなうことで

身体機能を改善させたと推測される。 
 

【結論】 

高齢者ボランティアによって運営される運動

実践を主目的とした活動は、教室修了者が教室参

加によって得た効果を維持、あるいはさらに向上

させる場として有効に機能することが示唆され

た。また、教室修了時に移動能力が低位の者は、

その後、サークルにおいて運動を続けることで移

動能力が改善しやすい可能性が示された。 
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